
（様式１） 
審査基準（申請に対する処分関係） 
 

（変更） 
担当課 農地・担い手

対策室 
検索番号 １－２ 

法令名 農地法 根拠条項 ４－１ 
許認可等 自己所有農地の転用の許可 

（根拠規定） 

農地を農地以外のものにする者は、都道府県知事（農地又は採草放牧地の農業上の効率的か

つ総合的な利用の確保に関する施策の実施状況を考慮して農林水産大臣が指定する市町村（以

下「指定市町村」という。）の区域内にあつては、指定市町村の長。以下「都道府県知事等」

という。）の許可を受けなければならない。（法第４条第１項） 
 
（許認可等の基準） 
農地法第４条の許可に当たっては、農地法第４条、政省令などに定められた許可基準により 

処分する必要がある。 

 
（１）農地法第四条第六項 

農地法第四条第一項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができ

ない。ただし、第一号及び第二号に掲げる場合において、土地収用法第二十六条第一項の規

定による告示（他の法律の規定による告示又は公告で同項の規定による告示とみなされるも

のを含む。次条第二項において同じ。）に係る事業の用に供するため農地を農地以外のもの

にしようとするとき、第一号イに掲げる農地を農業振興地域の整備に関する法律第八条第四

項に規定する農用地利用計画（以下単に「農用地利用計画」という。）において指定された

用途に供するため農地以外のものにしようとするときその他政令で定める相当の事由がある

ときは、この限りでない。 
一 次に掲げる農地を農地以外のものにしようとする場合 
イ 農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第八条第二項第一号に規定する農用地

区域をいう。以下同じ。）内にある農地 
ロ イに掲げる農地以外の農地で、集団的に存在する農地その他の良好な営農条件を備え

ている農地として政令で定めるもの（市街化調整区域（都市計画法第七条第一項の市街

化調整区域をいう。以下同じ。）内にある政令で定める農地以外の農地にあつては、次

に掲げる農地を除く。） 
（１）市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地で政令で定めるもの 
（２）（１）の区域に近接する区域その他市街地化が見込まれる区域内にある農地で政令

で定めるもの 
二 前号イ及びロに掲げる農地（同号ロ（１）に掲げる農地を含む。）以外の農地を農地以

外のものにしようとする場合において、申請に係る農地に代えて周辺の他の土地を供する

ことにより当該申請に係る事業の目的を達成することができると認められるとき。 
三 申請者に申請に係る農地を農地以外のものにする行為を行うために必要な資力及び信用



があると認められないこと、申請に係る農地を農地以外のものにする行為の妨げとなる権

利を有する者の同意を得ていないことその他農林水産省令で定める事由により、申請に係

る農地の全てを住宅の用、事業の用に供する施設の用その他の当該申請に係る用途に供す

ることが確実と認められない場合 
四 申請に係る農地を農地以外のものにすることにより、土砂の流出又は崩壊その他の災害

を発生させるおそれがあると認められる場合、農業用用排水施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがあると認められる場合その他の周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるお

それがあると認められる場合 
五 申請に係る農地を農地以外のものにすることにより、地域における効率的かつ安定的な

農業経営を営む者に対する農地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがあると認められる場

合その他の地域における農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるお

それがあると認められる場合として政令で定める場合 
六 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため農地を農地以外のものにしようと

する場合において、その利用に供された後にその土地が耕作の目的に供されることが確実

と認められないとき。 
 
（２）農地法施行令 

（農地の転用の不許可の例外） 
第四条 法第四条第六項第一号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当の事由は、次の

各号に掲げる農地の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる事由とする。 
一 法第四条第六項第一号イに掲げる農地 農地を農地以外のものにする行為が次の全てに

該当すること。 
イ 申請に係る農地を仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するために行うもので

あつて、当該利用の目的を達成する上で当該農地を供することが必要であると認められる

ものであること。 
ロ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第八条第一項又は第

九条第一項の規定により定められた農業振興地域整備計画（以下単に「農業振興地域整備

計画」という。）の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められるものであること。 
二 法第四条第六項第一号ロに掲げる農地 農地を農地以外のものにする行為が前号イ又は

次のいずれかに該当すること。 
イ 申請に係る農地を農業用施設、農畜産物処理加工施設、農畜産物販売施設その他地域の

農業の振興に資する施設として農林水産省令で定めるものの用に供するために行われる

ものであること。 
ロ 申請に係る農地を市街地に設置することが困難又は不適当なものとして農林水産省令

で定める施設の用に供するために行われるものであること。 
ハ 申請に係る農地を調査研究、土石の採取その他の特別の立地条件を必要とする農林水産

省令で定める事業の用に供するために行われるものであること。 
ニ 申請に係る農地をこれに隣接する土地と一体として同一の事業の目的に供するために

行うもの（当該農地の位置、面積等が農林水産省令で定める基準に適合するものに限る。）

であつて、当該事業の目的を達成する上で当該農地を供することが必要であると認められ

るものであること。 



ホ 申請に係る農地を公益性が高いと認められる事業で農林水産省令で定めるものの用に

供するために行われるものであること。 
ヘ 次のいずれかに該当するものであること。 

（１） 農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和四十六年法律第百十二号）

第五条第一項に規定する実施計画に基づき同条第二項第一号に規定する産業導入地区

内において同条第三項第一号に規定する施設を整備するために行われるもの 
（２） 総合保養地域整備法（昭和六十二年法律第七十一号）第七条第一項に規定する同

意基本構想に基づき同法第四条第二項第三号に規定する重点整備地区内において同法

第二条第一項に規定する特定施設を整備するために行われるもの 
（３） 多極分散型国土形成促進法（昭和六十三年法律第八十三号）第十一条第一項に規

定する同意基本構想に基づき同法第七条第二項第二号に規定する重点整備地区内にお

いて同項第三号に規定する中核的施設を整備するために行われるもの 
（４） 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成四

年法律第七十六号）第八条第一項に規定する同意基本計画に基づき同法第二条第二項

に規定する拠点地区内において同項の事業として住宅及び住宅地若しくは同法第六条

第五項に規定する教養文化施設等を整備するため又は同条第四項に規定する拠点地区

内において同法第二条第三項に規定する産業業務施設を整備するために行われるもの 
（５） 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平

成十九年法律第四十号）第十四条第二項に規定する承認地域経済牽引事業計画に基

づき同法第十一条第二項第一号に規定する土地利用調整区域内において同法第十

三条第三項第一号に規定する施設を整備するために行われるもの 
（６） その他地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（土地の農業上の効率的な

利用を図るための措置が講じられているものとして農林水産省令で定めるものに限

る。）に従つて行われるものであつて農林水産省令で定める要件に該当するもの 
２ 法第四条第六項第二号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当の事由は、農地を

農地以外のものにする行為が前項第二号イ、ロ、ホ又はヘのいずれかに該当することとする。 
 

（良好な営農条件を備えている農地） 
第五条 法第四条第六項第一号ロの良好な営農条件を備えている農地として政令で定めるもの

は、次に掲げる農地とする。 
一 おおむね十ヘクタール以上の規模の一団の農地の区域内にある農地 
二 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）第二条第二項に規定する土地改良事業又は

これに準ずる事業で、農業用用排水施設の新設又は変更、区画整理、農地の造成その他の農

林水産省令で定めるもの（以下「特定土地改良事業等」という。）の施行に係る区域内にあ

る農地 
三 傾斜、土性その他の自然的条件からみてその近傍の標準的な農地を超える生産をあげるこ

とができると認められる農地 
第六条 法第四条第六項第一号ロの市街化調整区域内にある政令で定める農地は、次に掲げる農

地とする。 
一 前条第一号に掲げる農地のうち、その面積、形状その他の条件が農作業を効率的に行うの

に必要なものとして農林水産省令で定める基準に適合するもの 



二 前条第二号に掲げる農地のうち、特定土地改良事業等の工事が完了した年度の翌年度の初

日から起算して八年を経過したもの以外のもの（特定土地改良事業等のうち農地を開発する

こと又は農地の形質に変更を加えることによつて当該農地を改良し、若しくは保全すること

を目的とする事業で農林水産省令で定める基準に適合するものの施行に係る区域内にある

ものに限る。） 
 

（市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地） 
第七条 法第四条第六項第一号ロ（１）の政令で定めるものは、次に掲げる区域内にある農地と

する。 
一 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況が農林水産

省令で定める程度に達している区域 
二 宅地化の状況が農林水産省令で定める程度に達している区域 
三 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第二条第一項に規定する土地区画整理事

業又はこれに準ずる事業として農林水産省令で定めるものの施行に係る区域 
 
（市街地化が見込まれる区域内にある農地） 

第八条 法第四条第六項第一号ロ（２）の政令で定めるものは、次に掲げる区域内にある農地と

する。 
一 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況からみて前

条第一号に掲げる区域に該当するものとなることが見込まれる区域として農林水産省令で

定めるもの 
二 宅地化の状況からみて前条第二号に掲げる区域に該当するものとなることが見込まれる

区域として農林水産省令で定めるもの 
 
（地域における農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがある 
と認められる場合） 

第八条の二 法第四条第六項第五号の政令で定める場合は、申請に係る農地を農地以外のものに

することにより、地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（効率的かつ安定的な農業経

営を営む者に対する農地の利用の集積を図るための措置その他の農地の農業上の効率的かつ総

合的な利用の確保を図るための措置が講じられているものとして農林水産省令で定めるものに

限る。）の円滑かつ確実な実施に支障を生ずるおそれがあると認められる場合として農林水産

省令で定める場合とする。 
 

（３）農地法施行規則 

 
（地域の農業の振興に資する施設） 

第三十三条 令第四条第一項第二号イの農林水産省令で定める施設は、次に掲げる施設（法第四

条第六項第一号ロ又は第五条第二項第一号ロに掲げる土地にあつては、これらの土地以外の周

辺の土地に設置することによつてはその目的を達成することができないと認められるものに

限る。）とする。 
一 都市住民の農業の体験その他の都市等との地域間交流を図るために設置される施設 



二 農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設 
三 農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設 
四 住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日常生活上又は業務上必

要な施設で集落に接続して設置されるもの（令第六条又は第十三条に掲げる土地にあつて

は、敷地面積がおおむね五百平方メートルを超えないものに限る。） 
（市街地に設置することが困難又は不適当な施設） 

第三十四条 令第四条第一項第二号ロの農林水産省令で定める施設は、次に掲げる施設（令第六

条又は第十三条に掲げる土地以外の土地に設置されるものに限る。）とする。 
一 病院、療養所その他の医療事業の用に供する施設でその目的を達成する上で市街地以外の

地域に設置する必要があるもの 
二 火薬庫又は火薬類の製造施設 
三 その他前二号に掲げる施設に類する施設 
（特別の立地条件を必要とする事業） 

第三十五条 令第四条第一項第二号ハの農林水産省令で定める事業は、次のいずれかに該当する

ものに関する事業とする。 
一 調査研究（その目的を達成する上で申請に係る土地をその用に供することが必要であるも

のに限る。） 
二 土石その他の資源の採取 
三 水産動植物の養殖用施設その他これに類するもの 
四 流通業務施設、休憩所、給油所その他これらに類する施設で、次に掲げる区域内に設置さ

れるもの 
イ 一般国道又は都道府県道の沿道の区域 
ロ 高速自動車国道その他の自動車のみの交通の用に供する道路（高架の道路その他の道路

であつて自動車の沿道への出入りができない構造のものに限る。）の出入口の周囲おおむ

ね三百メートル以内の区域 
五 既存の施設の拡張（拡張に係る部分の敷地の面積が既存の施設の敷地の面積の二分の一を

超えないものに限る。） 
六 法第四条第六項第一号ロ又は第五条第二項第一号ロに掲げる土地に係る法第四条第一項

若しくは第五条第一項の許可又は法第四条第一項第八号若しくは第五条第一項第七号の届

出に係る事業のために欠くことのできない通路、橋、鉄道、軌道、索道、電線路、水路その

他の施設（令第六条又は第十三条に掲げる土地以外の土地に設置されるものに限る。） 
（隣接する土地と同一の事業の目的に供するための農地の転用） 

第三十六条 令第四条第一項第二号ニの農林水産省令で定める基準は、申請に係る事業の目的に

供すべき土地の面積に占める申請に係る法第四条第六項第一号ロに掲げる土地の面積の割合

が三分の一を超えず、かつ、申請に係る事業の目的に供すべき土地の面積に占める申請に係る

令第六条に掲げる土地の面積の割合が五分の一を超えないこととする。 
（公益性が高いと認められる事業） 

第三十七条 令第四条第一項第二号ホの農林水産省令で定める事業は、次のいずれかに該当する

ものに関する事業とする。ただし、第一号、第三号、第六号、第七号及び第十二号から第十五

号までに該当するものに関する事業にあつては、令第六条又は第十三条に掲げる土地以外の土

地を供して行われるものに限る。 



一 土地収用法その他の法律により土地を収用し、又は使用することができる事業（太陽光を

電気に変換する設備に関するものを除く。） 
二 森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第二十五条第一項各号に掲げる目的を達成す

るために行われる森林の造成 
三 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第二十四条第一項に規定する関連事業計

画若しくは急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五十七号）

第九条第三項に規定する勧告に基づき行われる家屋の移転その他の措置又は同法第十条第

一項若しくは第二項に規定する命令に基づき行われる急傾斜地崩壊防止工事 
四 非常災害のために必要な応急措置 
五 土地改良法第七条第四項に規定する非農用地区域（以下単に「非農用地区域」という。）

と定められた区域内にある土地を当該非農用地区域に係る土地改良事業計画に定められた

用途に供する行為 
六 工場立地法（昭和三十四年法律第二十四号）第三条第一項に規定する工場立地調査簿に工

場適地として記載された土地の区域（農業上の土地利用との調整が調つたものに限る。）内

において行われる工場又は事業場の設置 
七 独立行政法人中小企業基盤整備機構が実施する独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平

成十四年法律第百四十七号）附則第五条第一項第一号に掲げる業務（農業上の土地利用との

調整が調つた土地の区域内において行われるものに限る。） 
八 削除 
九 集落地域整備法（昭和六十二年法律第六十三号）第五条第一項に規定する集落地区計画の

定められた区域（農業上の土地利用との調整が調つたもので、集落地区整備計画（同条第三

項に規定する集落地区整備計画をいう。第四十七条及び第五十七条において同じ。）が定め

られたものに限る。）内において行われる同項に規定する集落地区施設及び建築物等の整備 
十 優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成十年法律第四十一号）第四条第一項の認定

を受けた同項に規定する優良田園住宅建設計画（同法第四条第四項又は第五項に規定する協

議が調つたものに限る。）に従つて行われる同法第二条に規定する優良田園住宅の建設 
十一 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和四十五年法律第百三十九号）第三条第一

項に規定する農用地土壌汚染対策地域（以下単に「農用地土壌汚染対策地域」という。）と

して指定された地域内にある農用地（同法第二条第一項に規定する農用地をいう。この号、

第四十七条及び第五十七条において同じ。）（同法第五条第一項に規定する農用地土壌汚染

対策計画（以下単に「農用地土壌汚染対策計画」という。）において農用地として利用すべ

き土地の区域として区分された土地の区域内にある農用地を除く。）その他の農用地の土壌

の同法第二条第三項に規定する特定有害物質（以下単に「特定有害物質」という。）による

汚染に起因して当該農用地で生産された農畜産物の流通が著しく困難であり、かつ、当該農

用地の周辺の土地の利用状況からみて農用地以外の土地として利用することが適当である

と認められる農用地の利用の合理化に資する事業 
十二 東日本大震災復興特別区域法第四十六条第二項第四号に規定する復興整備事業であつ

て、次に掲げる要件に該当するもの 
イ 東日本大震災復興特別区域法第四十六条第一項第二号に掲げる地域をその区域とする

市町村が作成する同項に規定する復興整備計画に係るものであること。 
ロ 東日本大震災復興特別区域法第四十七条第一項に規定する復興整備協議会における協



議が調つたものであること。 
ハ 当該市町村の復興のため必要かつ適当であると認められること。 
ニ 当該市町村の農業の健全な発展に支障を及ぼすおそれがないと認められること。 

十三 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する

法律（平成二十五年法律第八十一号）第五条第一項に規定する基本計画に定められた同条第

二項第二号に掲げる区域（農業上の土地利用との調整が調つたものに限る。）内において同

法第七条第一項に規定する設備整備計画（当該設備整備計画のうち同条第二項第二号に掲げ

る事項について同法第六条第一項に規定する協議会における協議が調つたものであり、か

つ、同法第七条第四項第一号に掲げる行為に係る当該設備整備計画についての協議が調つた

ものに限る。）に従つて行われる同法第三条第二項に規定する再生可能エネルギー発電設備

の整備 
十四 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号）第二十一条第五項第二

号に規定する促進区域（農業上の土地利用との調整が調つたものに限る。）内において同法

第二十一条の二第一項において読み替えて適用する農林漁業の健全な発展と調和のとれた

再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律第七条第一項の認定を受けた同項に規

定する設備整備計画に従つて行われる同法第三条第二項に規定する再生可能エネルギー発

電設備の整備 
十五 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律（平成十九年法律

第四十八号）第五条第一項の規定により作成された活性化計画（当該活性化計画に記載され

た同条第二項第二号ニに規定する事項及び同条第四項各号に掲げる事項について同法第六

条第一項に規定する協議会における協議が調つたものに限る。）に従つて行われる同法第五

条第二項第二号ニに規定する事業 
 
（地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画に従つて行われる農地の転用） 

第三十八条 令第四条第一項第二号ヘ（６）の農林水産省令で定める計画は、農業振興地域の整

備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第八条第一項に規定する市町村農業振興地域

整備計画（以下単に「市町村農業振興地域整備計画」という。）又は同計画に沿つて当該計画

に係る区域内の農地の効率的な利用を図る観点から市町村が策定する計画とする。 
第三十九条 令第四条第一項第二号ヘ（６）の農林水産省令で定める要件は、次のいずれかに該

当する施設を前条に規定する計画に従つて整備するため行われるものであることとする。 
一 前条に規定する計画（次号に規定するものを除く。）においてその種類、位置及び規模が

定められている施設 
二 農業振興地域の整備に関する法律施行規則（昭和四十四年農林省令第四十五号）第四条の

五第一項第二十六号の二に規定する計画において当該計画に係る区域内の農用地等の保全

及び効率的な利用を確保する見地から定められている当該区域内において農用地等以外の

用途に供することを予定する土地の区域内に設置されるものとして当該計画に定められて

いる施設 
（特定土地改良事業等） 

第四十条 令第五条第二号の農林水産省令で定める事業は、次に掲げる要件を満たしている事業

とする。 
一 次のいずれかに該当する事業（主として農地又は採草放牧地の災害を防止することを目的



とするものを除く。）であること。 
イ 農業用用排水施設の新設又は変更 
ロ 区画整理 
ハ 農地又は採草放牧地の造成（昭和三十五年度以前の年度にその工事に着手した開墾建設

工事を除く。） 
ニ 埋立て又は干拓 
ホ 客土、暗きよ排水その他の農地又は採草放牧地の改良又は保全のため必要な事業 

二 次のいずれかに該当する事業であること。 
イ 国又は地方公共団体が行う事業 
ロ 国又は地方公共団体が直接又は間接に経費の全部又は一部につき補助その他の助成を

行う事業 
ハ 農業改良資金融通法（昭和三十一年法律第百二号）に基づき公庫から資金の貸付けを受

けて行う事業 
ニ 公庫から資金の貸付けを受けて行う事業（ハに掲げる事業を除く。） 

（農作業を効率的に行うのに必要な条件） 
第四十一条 令第六条第一号の農林水産省令で定める基準は、区画の面積、形状、傾斜及び土性

が高性能農業機械（農作業の効率化又は農作業における身体の負担の軽減に資する程度が著しく

高く、かつ、農業経営の改善に寄与する農業機械をいう。）による営農に適するものであると認め

られることとする。 
（土地の区画形質の変更等に係る特定土地改良事業等） 

第四十二条 令第六条第二号の農林水産省令で定める基準は、申請に係る事業が次に掲げる要件

を満たしていることとする。 
一 第四十条第一号ロからホまでに掲げる事業のいずれかに該当する事業であること。 
二 次のいずれかに該当する事業であること。 

イ 国又は都道府県が行う事業 
ロ 国又は都道府県が直接又は間接に経費の全部又は一部を補助する事業 

（公共施設又は公益的施設の整備の状況の程度） 
第四十三条 令第七条第一号の農林水産省令で定める程度は、次のいずれかに該当することとす

る。 
一 水管、下水道管又はガス管のうち二種類以上が埋設されている道路（幅員四メートル以上

の道及び建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第四十二条第二項の指定を受けた道で

現に一般交通の用に供されているものをいい、第三十五条第四号ロに規定する道路及び農業

用道路を除く。）の沿道の区域であつて、容易にこれらの施設の便益を享受することができ、

かつ、申請に係る農地又は採草放牧地からおおむね五百メートル以内に二以上の教育施設、

医療施設その他の公共施設又は公益的施設が存すること。 
二 申請に係る農地又は採草放牧地からおおむね三百メートル以内に次に掲げる施設のいず

れかが存すること。 
イ 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着場 
ロ 第三十五条第四号ロに規定する道路の出入口 
ハ 都道府県庁、市役所、区役所又は町村役場（これらの支所を含む。） 
ニ その他イからハまでに掲げる施設に類する施設 



（宅地化の状況の程度） 
第四十四条 令第七条第二号の農林水産省令で定める程度は、次のいずれかに該当することとす

る。 
一 住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公益的施設が連たんして

いること。 
二 街区（道路、鉄道若しくは軌道の線路その他の恒久的な施設又は河川、水路等によつて区

画された地域をいう。以下同じ。）の面積に占める宅地の面積の割合が四十パーセントを超

えていること。 
三 都市計画法第八条第一項第一号に規定する用途地域が定められていること（農業上の土地

利用との調整が調つたものに限る。）。 
（市街地化が見込まれる区域） 

第四十五条 令第八条第一号の農林水産省令で定める区域は、次に掲げる区域とする。 
一 相当数の街区を形成している区域 
二 第四十三条第二号イ、ハ又はニに掲げる施設の周囲おおむね五百メートル（当該施設を中

心とする半径五百メートルの円で囲まれる区域の面積に占める当該区域内にある宅地の面

積の割合が四十パーセントを超える場合にあつては、その割合が四十パーセントとなるまで

当該施設を中心とする円の半径を延長したときの当該半径の長さ又は一キロメートルのい

ずれか短い距離）以内の区域 
第四十六条 令第八条第二号の農林水産省令で定める区域は、宅地化の状況が第四十四条第一号

に掲げる程度に達している区域に近接する区域内にある農地の区域で、その規模がおおむね十

ヘクタール未満であるものとする。 
（申請に係る農地の全てを申請に係る用途に供することが確実と認められない事由） 

第四十七条 法第四条第六項第三号の農林水産省令で定める事由は、次のとおりとする。 
一 法第四条第一項の許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る農地を申請に係る用途に供する

見込みがないこと。 
二 申請に係る事業の施行に関して行政庁の免許、許可、認可等の処分を必要とする場合にお

いては、これらの処分がされなかつたこと又はこれらの処分がされる見込みがないこと。 
二の二 申請に係る事業の施行に関して法令（条例を含む。第五十七条第二号の二において同

じ。）により義務付けられている行政庁との協議を現に行つていること。 
三 申請に係る農地と一体として申請に係る事業の目的に供する土地を利用できる見込みが

ないこと。 
四 申請に係る農地の面積が申請に係る事業の目的からみて適正と認められないこと。 
五 申請に係る事業が工場、住宅その他の施設の用に供される土地の造成（その処分を含む。）

のみを目的とするものであること。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 
イ 農業構造の改善に資する事業の実施により農業の振興に資する施設の用に供される土

地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地が当該施設の用に

供されることが確実と認められるとき。 
ロ 農業協同組合が農業協同組合法第十条第五項に規定する事業の実施により工場、住宅そ

の他の施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつ

て、当該農地がこれらの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
ハ 農地中間管理機構（農業経営基盤強化促進法第七条第一号に掲げる事業を行う者に限



る。第五十七条第五号ハにおいて同じ。）が農業用施設の用に供される土地を造成するた

め農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地が当該施設の用に供されることが

確実と認められるとき。 
ニ 第三十八条に規定する計画に従つて工場、住宅その他の施設の用に供される土地を造成

するため農地を農地以外のものにする場合 
ホ 非農用地区域内において当該非農用地区域に係る土地改良事業計画に定められた用途

に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地が当

該用途に供されることが確実と認められるとき。 
ヘ 都市計画法第八条第一項第一号に規定する用途地域が定められている土地の区域（農業

上の土地利用との調整が調つたものに限る。）内において工場、住宅その他の施設の用に

供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地がこれ

らの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
ト 都市計画法第十二条の五第一項に規定する地区計画が定められている区域（農業上の土

地利用との調整が調つたものに限る。）内において、同法第三十四条第十号の規定に該当

するものとして同法第二十九条第一項の許可を受けて住宅又はこれに附帯する施設の用

に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地がこ

れらの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
チ 集落地域整備法第五条第一項に規定する集落地区計画が定められている区域（農業上の

土地利用との調整が調つたものに限る。）内において集落地区整備計画に定められる建築

物等に関する事項に適合する建築物等の用に供される土地を造成するため農地を農地以

外のものにする場合であつて、当該農地がこれらの建築物等の用に供されることが確実と

認められるとき。 
リ 国（国が出資している法人を含む。）の出資により設立された法人、地方公共団体の出

資により設立された一般社団法人若しくは一般財団法人、土地開発公社又は農業協同組合

若しくは農業協同組合連合会が、農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和四

十六年法律第百十二号）第五条第一項に規定する実施計画に基づき同条第二項第一号に規

定する産業導入地区内において同条第三項第一号に規定する施設の用に供される土地を

造成するため農地を農地以外のものにする場合 
ヌ 総合保養地域整備法（昭和六十二年法律第七十一号）第七条第一項に規定する同意基本

構想に基づき同法第四条第二項第三号に規定する重点整備地区内において同法第二条第

一項に規定する特定施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにす

る場合であつて、当該農地が当該施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
ル 削除 
ヲ 多極分散型国土形成促進法（昭和六十三年法律第八十三号）第十一条第一項に規定する

同意基本構想に基づき同法第七条第二項第二号に規定する重点整備地区内において同項

第三号に規定する中核的施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のもの

にする場合であつて、当該農地が当該施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
ワ 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成四年法律

第七十六号）第八条第一項に規定する同意基本計画に基づき同法第二条第二項に規定する

拠点地区内において同項の事業として住宅及び住宅地若しくは同法第六条第五項に規定

する教養文化施設等の用に供される土地を造成するため又は同条第四項に規定する拠点



地区内において同法第二条第三項に規定する産業業務施設の用に供される土地を造成す

るため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地がこれらの施設の用に供され

ることが確実と認められるとき。 
カ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成十九

年法律第四十号）第十四条第二項に規定する承認地域経済牽引事業計画に基づき同法

第十一条第二項第一号に規定する土地利用調整区域内において同法第十三条第三項

第一号に規定する施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のものに

する場合であつて、当該農地が当該施設の用に供されることが確実と認められると

き。 
ヨ 削除 
タ 大都市地域における優良宅地開発の促進に関する緊急措置法（昭和六十三年法律第四十

七号）第三条第一項の認定を受けた宅地開発事業計画に従つて住宅その他の施設の用に供

される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合であつて、当該農地がこれら

の施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
レ 地方公共団体（都道府県等を除く。）又は独立行政法人都市再生機構その他国（国が出

資している法人を含む。）の出資により設立された地域の開発を目的とする法人が工場、

住宅その他の施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合 
ソ 電気事業者又は独立行政法人水資源機構その他国若しくは地方公共団体の出資により

設立された法人が、ダムの建設に伴い移転が必要となる工場、住宅その他の施設の用に供

される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場合 
ツ 事業協同組合等（独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令（平成十六年政令第百八

十二号）第三条第一項第三号に規定する事業協同組合等をいう。以下同じ。）が同号に規

定する事業の実施により工場、事業場その他の施設の用に供される土地を造成するため農

地を農地以外のものにする場合 
ネ 地方住宅供給公社、日本勤労者住宅協会若しくは土地開発公社又は一般社団法人若しく

は一般財団法人が住宅又はこれに附帯する施設の用に供される土地を造成するため農地

を農地以外のものにする場合であつて、当該農地がこれらの施設の用に供されることが確

実と認められるとき。 
ナ 土地開発公社が土地収用法第三条各号に掲げる施設を設置しようとする者から委託を

受けてこれらの施設の用に供される土地を造成するため農地を農地以外のものにする場

合であつて、当該農地がこれらの施設の用に供されることが確実と認められるとき。 
ラ 農用地土壌汚染対策地域として指定された地域内にある農用地（農用地土壌汚染対策計

画において農用地として利用すべき土地の区域として区分された土地の区域内にある農

用地を除く。）その他の農用地の土壌の特定有害物質による汚染に起因して当該農用地で

生産された農畜産物の流通が著しく困難であり、かつ、当該農用地の周辺の土地の利用状

況からみて農用地以外の土地として利用することが適当であると認められる農用地の利

用の合理化に資する事業の実施により農地を農地以外のものにする場合 
六 申請に係る事業が営農型太陽光発電である場合にあつては、次に掲げるときに該当するこ 

と。  

イ 下部の農地において栽培する農作物の単位面積当たりの収穫量（以下「単収」という。）

が、同じ年産の当該申請に係る農地が所在する市町村の区域内の平均的な単収と比較して



おおむね二割以上減少するおそれ（当該市町村の区域内において栽培されていない農作物

又は生産に時間を要する農作物を栽培する場合にあつては、申請に際し添付した栽培実績

書又は当該農作物を栽培する理由を記載した書類に記載された単収が見込まれないおそ

れ）があると認められる場合（法第三十二条第一項第一号に掲げる農地を利用する場合を

除く。）  

ロ 下部の農地の全部又は一部において営農が行われる見込みがない場合（法第三十二条第

一項第一号に掲げる農地を利用する場合に限る。）  

ハ 営農型太陽光発電設備の設置により、下部の農地において生産される農作物の品質を著

しく劣化させるおそれがあると認められる場合  

ニ 都道府県知事等への毎年の下部の農地において栽培する農作物に係る栽培実績書及び

収支報告書が適切に提出されないおそれがあると認められる場合  

ホ 営農型太陽光発電設備の角度、間隔等について、下部の農地において栽培される農作物

の生育に必要な日照に影響を及ぼすおそれがある場合  

へ 支柱の高さが地上から二メートル以上あることその他の下部の農地において農業機械等

を効率的に利用できる等、耕作者が農作業を効率的に行うことができる空間を確保するた

めの措置が講じられていない場合  

ト 申請者が、連系に係る契約を電気事業法第二条第一項第十七号に規定する電気事業者と

締結する見込みがない場合（申請に係る事業が営農型太陽光発電設備を電気事業者の電力

系統に連系するものに限る。）  

チ 申請者が、法第五十一条第一項の規定による原状回復等の措置を現に命じられている場 

 合 

 

（４）農地法関係事務に係る処理基準について 

（平成１２年６月１日付け１２構改Ｂ第４０４号事務次官通知） 

第６ 法第４条関係 

１  法第４条第６項に規定する許可基準 

都道府県知事又は指定市町村（法第４条第１項に規定する指定市町村をいう。以下同じ。）

の長（以下「都道府県知事等」という。）は、法第４条第１項の許可をするか否かの判断に

当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。 

(1) 法第４条第６項第１号の判断基準 

① 法第４条第６項第１号イに掲げる農地を転用する場合に令第４条第１項第１号に掲げる 

事由に該当するか否かの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。 

ア 令第４条第１項第１号イの「一時的な利用」とは、申請に係る目的を達成することが 

できる必要最小限の期間をいい、農業振興地域の整備に関する法律第８条第１項又は第 

９条第１項の規定により定められた農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼすことの 

ないことを担保する観点から、３年以内の期間に限定するものとする。 

イ 令第４条第１項第１号イの「当該利用の目的を達成する上で当該農地を供することが 

必要であると認められる」とは、申請に係る農地に代えて周辺の他の土地を供すること 

によっては当該申請に係る事業の目的を達成することができないと認められる場合であ 

って、かつ、利用の目的が当該農地を農地として利用することと比較して優先すべきも 

のであると認められる（具体的には、令第４条第１項第２号イからヘまでのいずれかに 

該当するものが対象となり得る。）場合をいうものとする。 

ウ 砂利の採取を目的とする一時転用については、次に掲げる要件の全てが満たされなけ 

ればならないものとする。 



(ｱ) 砂利採取業者が砂利の採取後直ちに採取跡地の埋戻し及び廃土の処理を行うことに 

より、転用期間内に確実に当該農地を復元することを担保するため、次のいずれかの 

措置が講じられていること。 

ａ 砂利採取法（昭和43年法律第74号）第16条の規定により都道府県知事の認可を受 

けた採取計画（以下「採取計画」という。）が当該砂利採取業者と砂利採取業者で 

構成する法人格を有する団体（その連合会を含む。）との連名で策定されており、 

かつ、当該砂利採取業者及び当該団体が採取跡地の埋戻し及び農地の復元について 

共同責任を負っていること。 

ｂ 当該農地の所有者、砂利採取業者並びに採取跡地の埋戻し及び農地の復元の履行 

を保証する資力及び信用を有する者（以下「保証人」という。）の三者間の契約に 

おいて、次に掲げる事項が定められていること。 

(a) 当該砂利採取業者が採取計画に従って採取跡地の埋戻し及び農地の復元を行わ 

ないときには、保証人がこれらの行為を当該砂利採取業者に代わって行うこと。 

(b) 当該砂利採取業者が適当な第三者機関に採取跡地の埋戻し及び農地の復元を担 

保するのに必要な金額の金銭等を預託すること。 

(c) 保証人が当該砂利採取業者に代わって採取跡地の埋戻し及び農地の復元を行っ 

たときには、(b)の金銭等をその費用に充当することができること。 

(ｲ) 砂利採取業者の農地の復元に関する計画が、当該農地及び周辺の農地の農業上の効率 

的な利用を確保する見地からみて適当であると認められるものであること。また、当該 

農地について土地改良法（昭和24年法律第195号）第２条第２項に規定する土地改良事業 

の施行が計画されている場合においては、当該土地改良事業の計画と農地の復元に関す 

る計画との調整が行われていること。 

② 則第33条第２号に掲げる施設に該当するか否かの判断は、次によるものとする。 

ア 「農業従事者」には、農業従事者の世帯員も含まれるものとする。 

イ 「就業機会の増大に寄与する施設」に該当するか否かは、当該施設において新たに雇

用されることとなる者に占める農業従事者の割合がおおむね３割以上であるか否かをも

って判断するものとする。ただし、人口減少、高齢化の進行等により雇用可能な農業従

事者の数が十分でないことその他の特別の事情がある場合には、このような事情を踏ま

えて都道府県知事等が設定した基準（以下このイにおいて「特別基準」という。）によ

り判断して差し支えない。 

当該施設の用に供するために行われる農地転用に係る許可の申請を受けた際には、申 

請書に雇用計画及び申請者と地元自治体との雇用協定を添付することを求めた上で、農 

業従事者の雇用の確実性の判断を行うものとする。 

なお、雇用計画については、当該施設において新たに雇用されることとなる者の数、

地元自治体における農業従事者の数及び農業従事の実態等を踏まえ、当該施設において

新たに雇用されることとなる者に占める農業従事者の割合がおおむね３割以上となるこ

と（特別基準が設定されている場合にあっては、当該特別基準を満たすこと）が確実で

あると判断される内容のものであるものとする。 

また、雇用協定においては、当該施設において新たに雇用された農業従事者（当該施

設において新たに雇用されたことを契機に農業に従事しなくなった者を含む。以下この

イにおいて同じ。）の雇用実績を毎年地元自治体に報告し、当該施設において新たに雇

用された者に占める農業従事者の割合がおおむね３割以上となっていない場合（特別基

準が設定されている場合にあっては、当該特別基準を満たしていない場合）にこれを是

正するために講ずべき措置の具体的な内容としては、例えば、被雇用者の年齢条件を緩



和した上で再度募集をすること、近隣自治体にまで範囲を広げて再度募集すること等が

想定される。 

(2) 法第４条第６項第３号の判断基準 

申請に係る事業の施行に関して法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁と 

の協議を行っていない場合については、則第47条第１号に掲げる事由に該当し、申請に係る 

農地を申請に係る用途に供することが確実と認められないと判断するものとする。 

(3) 法第４条第６項第６号の判断基準 

法第４条第６項第６号の「その利用に供された後にその土地が耕作の目的に供されること」

とは、一時的な利用に供された後、速やかに農地として利用することができる状態に回復さ

れることをいう。 

 


